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③記録と再検討 

 身体拘束の内容、時間帯、心身の状況、やむを得なかった理由などを記録します。身

体拘束の早期解除に向けて、拘束の必要性や方法を随時検討します。その記録は５年

間保管します。 

 

④身体拘束の解除 

  ③の記録と再検討の結果、身体拘束を継続する必要がなくなった場合は、速やかに身

体拘束を解除します。なお、一旦その時の状況から施行的に身体拘束を中止し、必要

性を確認する場合、再度、数日以内に同様の対応で身体拘束による対応が必要となっ

た場合、本人や家族の了承のもと同意書の再手続なく同様の対応を実施させていただ

きます。 

 

➄その他 

  身体拘束に該当する行為とは、利用者の身体の機能や行動を制限する目的で行われる

各種の行為であると解されるため、座位保持装置等にみられるように利用者の身体状

況に合わせて変形や拘縮を防止し、体幹を安定させることで活動性を高める目的で使

用されるベルトやテーブルについては、一律に身体拘束と判断することは適当ではな

いため、目的に応じて適切に判断するように努めます。 

 

６：指針の閲覧について 

  この指針は求めに応じていつでも施設内にて閲覧できるようにするとともに、当法人

のホームページにも公表し、いつでも利用者及び家族のみなさんが自由に閲覧できる

ようにします。 

 

７：その他身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

  身体拘束等をしない支援を提供していくために、支援に関わるすべての職員が以下の

点について共通認識をもち、拘束をしない支援に取り組みます。 

  ・他の利用者等への影響を考えて、安易に身体拘束を行っていないか。 

  ・サービス提供の中で、緊急やむを得ない場合のみ身体拘束等を必要と判断している

か。他の方法はないか。 

 

 

《附 則》 

この指針は令和 6 年 3 月 11 日より施行する。 


